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平成 31 年度健全化判断比率の審査意見について 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき審査に付

された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査

した結果、別紙のとおり意見を付します。 
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平成 31年度 健全化判断比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象及び範囲 

平成 31 年度健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比

率及び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の実施期間 

令和２年７月 17 日から令和２年８月 18 日まで 

 

３ 審査の手続 

審査は、提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法令に準拠して適正に作成

されているかについて、通常実施すべき審査手続及び必要と認めるその他の審査手

続により実施した。 

 

第２ 審査の結果 

 

審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

記 

 

（単位：％） 

指 標 平成 31 年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
非該当 

（△ 5.54） 
12.62 20.00 

連結実質赤字比率 
非該当 

（△12.42） 
17.62 30.00 

実質公債費比率 2.9 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 32.8 350.0  

備考：実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「非該当」を記載している。 

なお、参考のため、計算上の数値を括弧内に記載している。 
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１ 実質赤字比率について 

平成31年度の一般会計等の実質収支額は黒字であり、実質赤字額はなかった。 

 

２ 連結実質赤字比率について 

平成31年度の一般会計等とそれ以外の特別会計及び地方公営企業会計の実質収

支額は黒字であり、連結実質赤字額はなかった。 

 

３ 実質公債費比率について 

平成29年度から平成31年度までの３か年平均の実質公債費比率は2.9％であり、

早期健全化基準の25.0％を下回る水準となっていた。 

 

４ 将来負担比率について 

平成31年度の将来負担比率は32.8％であり、早期健全化基準の350.0％を下回る

水準となっていた。 

 

第３ 審査意見 

 

特に指摘すべき事項はないが、次のとおり要望する。 

今回の審査では、本市の健全化判断比率は法令の定める早期健全化基準を下回っ

ており、その限りでは「良好な」状態にあるといえるが、本市財政を取り巻く環境

は、依然厳しい状況にある。今後も、指標の推移には十分留意し健全な財政運営に

努められたい。 
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＜参考＞ 

 １ 健全化判断比率等の対象会計について 

 

一般会計 

一般会計等 

 

 

特別会計 

（①～⑥） 

公営事業会計 

 

うち⑤、⑥ 

（公営企業会計） 

 

 

 

 

※公営企業ごとに算定 

 ① 土地区画整理事業特別会計 

② 国民健康保険事業特別会計 

③ 介護保険特別会計 

④ 後期高齢者医療特別会計 

⑤ 下水道事業会計 

⑥ 病院事業会計 

 

 

一部事務組合（Ａ～Ｈ）、広域連合（Ｉ） 
 

 Ａ 東京たま広域資源循環組合 

 Ｂ 南多摩斎場組合 

 Ｃ 多摩川衛生組合 

 Ｄ 東京都市町村議会議員公務災害補償等組合 

 Ｅ 東京都三市収益事業組合 

 Ｆ 東京市町村総合事務組合 

 Ｇ 東京都市町村職員退職手当組合 

 Ｈ 稲城・府中墓苑組合 

 Ｉ 東京都後期高齢者医療広域連合 

地方公社（土地開発公社） 
 

実
質
赤
字
比
率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 

資
金
不
足
比
率 
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 ２ 実質赤字比率 

地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大きさ

を、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

 

 【算式】 

 

 

 

３ 連結実質赤字比率 

公立病院、下水道その他の地方公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じ

ている赤字の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

 

 【算式】 

 

 

 

４ 実質公債費比率 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共

団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

 

 【算式】 

 

５ 将来負担比率 

地方公共団体の現在抱えている借入金（地方債）その他の負債の大きさを、その

地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。 

 

 【算式】 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

実質公債費比率 ＝ 

（３か年平均） 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 

基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 



 

（写） 
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稲城市監査委員  坂田 たけふみ 

 

 

 

平成 31 年度資金不足比率の審査意見について 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定に基づき審査に付

された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査し

た結果、別紙のとおり意見を付します。 
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 平成 31 年度 資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象及び範囲 

平成 31 年度資金不足比率（稲城市病院事業会計資金不足比率及び稲城市下水道

事業会計資金不足比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の実施期間 

令和２年７月 17 日から令和２年８月 18 日まで 

 

３ 審査の手続 

審査は、提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

が地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法令に準拠して適正に作成さ

れているかについて、通常実施すべき審査手続及び必要と認めるその他の審査手続

により実施した。 

 

第２ 審査の結果 

 

審査に付された下記の会計に関する資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

記 

 

（単位：％） 

指 標 平成 31 年度 経営健全化基準 

稲 城 市 病 院 事 業 会 計 

資 金 不 足 比 率 

非該当 

（△16.0） 
20.0 

稲 城市下水道事業 会 計 

資 金 不 足 比 率 

非該当 

（△2.8） 
20.0 

備考：資金不足が生じていない場合は、「非該当」を記載している。 

なお、参考のため、計算上の数値を括弧内に記載している。 

 

１ 病院事業会計の資金不足比率 

平成31年度病院事業会計の資金不足額はなかった。 

 

２ 下水道事業会計の資金不足比率 

平成31年度下水道事業会計の資金不足額はなかった。 
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第３ 審査意見 

 

特に指摘すべき事項はないが、次のとおり要望する。 

今回の審査では、本市の病院事業会計及び下水道事業会計において資金不足は生

じておらず、その限りでは「良好な」状態にあるといえるが、本市財政を取り巻く

環境は、依然厳しい状況にある。また、病院事業会計においては、受診状況の変化

が資金剰余額に及ぼす影響を注視する必要がある。今後も、指標の推移には十分留

意し健全な財政運営に努められたい。 

 

 

＜参考＞ 

 

資金不足比率 

公立病院、下水道その他の地方公営企業の資金不足の大きさを、その地方公営企業

の事業規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを表したもの。 

 

 【算式】 

 

 

 

 

 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 


